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平成２０年（独情）諮問第１００号  

 

意見書（２） 

２００９年５月１５日 

情報公開・個人情報保護審査会 御中 

 

         異議申立人代理人 弁護士  古  本  晴  英 

 

           同    樋  渡  俊  一 

 

           同    岩  﨑  真  弓 

 

           同    船  江  理  佳 

 

 処分庁の平成２１年３月２３日付補充理由説明書に対する異議申立人の意見は以

下の通りである。 

 

第１、Ⅰ（法人文書３）について 

処分庁はいわゆる実験ノートについて、川田元滋氏ら４名に対し実験ノート

作成の有無、提出の有無などに関する調査結果を説明しているが、その説明は

以下の点で失当と言わざるを得ない。 

１、異議申立人の開示請求の範囲 

   そもそも異議申立人が開示を請求をした範囲は、 

「本件情報公開請求日までの、ディフェンシン遺伝子を導入した組換えイネに

ついての下記の実験に関するすべての情報を含んだ、いずれの記録媒体かの
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いかんを問わずアナログデータ及びデジタルデータの全体。」 

であって、処分庁がⅠで引用し説明した、 

「(1)、下記の作成者によるすべての実験ノート、或いは実験野帳、フィールド

ノート、実験記録、実験日誌、研究ノート。ラボノート。ラボラトリー記録、

業務日誌、実験ファイル、実験ホルダーなどその他名称のいかんを問わず実

験の生データ（raw data)を記録したすべての書類（アナログデータ及びデジ

タルデータ）。 

記 

ア、 川田元滋 氏 

イ、 矢頭治 氏 

ウ、 平八重一之 氏 

エ、 大島正弘 氏                 」 

とは、開示請求の範囲の一部分、「以下にその例を挙げるが、これに限らない」

ものである。 

すなわち、実験ノートに関して言えば、異議申立人は、ディフェンシン遺伝

子を導入した組換えイネについての屋内栽培実験及び隔離圃場栽培実験（以下、

総称して本研究プロジェクトという）に関する全ての実験ノートの開示を請求

しているのであって、上記４名の分は例示にすぎない。 

従って、処分庁は、速やかに以下の２点について回答すべきであり、審査会

においても、情報公開・個人情報保護審査会設置法（以下「設置法」という）

９条４項に基づき回答を求めるべきである。 

①．４名以外の者による本研究プロジェクトの実験ノートが存在するかどうか。 

②．①で実験ノートが存在する場合、その実験ノートの全貌を特定せよ（作成

者及び作成時期） 
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２、川田元滋氏の実験ノートについて 

処分庁は、川田元滋氏は、本件の屋内栽培実験及び隔離圃場栽培実験のいず

れについても実験ノートを作成していないと主張する。 

しかし、意見書９頁で指摘した通り、川田元滋氏は当初から終始一環、本研

究プロジェクトのリーダーである（甲６の処分庁発表のプレス記事の末尾の一

覧表参照。また、本研究プロジェクトの特許出願において、甲４の公開特許公

報に、川田氏が発明者として筆頭に記載されていることからも明らかである）

のみならず、前記特許出願において特許庁に提出された本研究プロジェクトの

実験結果の書面（甲１６～１７．実験成績証明書）においても、常に川田氏の

みが実験者として記載されていることからも、川田氏は自ら実験を実施した者

にほかならず、単に「実験結果の取りまとめ等を行ったにすぎず」ということ

はあり得ない。 

そして百歩譲って、たとえリーダーである川田氏が直接に実験を実施した者

でないとしても、その場合には川田氏の指示に従って、実際に実験を実施した

者がおり、その者により作成された実験ノートが存在するから、その場合には、

処分庁は、速やかに以下の２点について回答すべきであり、審査会においても、

設置法９条４項に基づき回答を求めるべきである。 

①．川田氏の指示に従って、実際に実験を実施した者により作成された実験ノ

ートが存在するかどうか。 

②．①で実験ノートが存在する場合、その実験ノートの全貌を特定せよ（作成

者及び作成時期） 

 

３、大島正弘氏の実験ノートについて 

処分庁は、大島正弘氏は、本件の屋内栽培実験及び隔離圃場栽培実験のいず

れにも関係していないため、実験ノートを作成していないと主張する。 
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しかし、少なくとも本件の屋内栽培実験において、大島氏が筆頭の川田氏に

続いて、本研究プロジェクトの研究担当者として名を連ねていたことはプレス

発表からも明らかである（甲６）。従って、川田氏と同様、本研究プロジェクト

の中心メンバーの一人として実験にも関与しており、実験ノートが存在する筈

である。 

そして百歩譲って、たとえ大島氏が直接に実験を実施していないとしても、

大島氏の指示に従って、実際に実験を実施した者がおり、その者により作成さ

れた実験ノートが存在するから、その場合には、処分庁は、速やかに以下の２

点について回答すべきであり、審査会においても、設置法９条４項に基づき回

答を求めるべきである。 

①．大島氏の指示に従って、実際に実験を実施した者により作成された実験ノ

ートが存在するかどうか。 

②．①で実験ノートが存在する場合、その実験ノートの全貌を特定せよ（作成

者及び作成時期） 

 

４、実験ノートの性格について 

この点、処分庁は、従前と同様、実験ノートが「法人文書」であることを否

定し、研究者の私的なものであることを前提に説明している。 

しかし、既に意見書３～５頁で詳細に反論した通り、この前提には全く理由

がない。のみならず、処分庁のような前提は、実際の独立行政法人の研究機関

や国立大学法人における実験ノートの取り扱いとも全く合致しない。そのこと

は、我が国の代表的な研究機関の１つ、独立行政法人産業技術総合研究所（通

称産総研）の実験ノート（尤も、ここでは実験以外の論理思考・数値計算など

も含めて研究ノートと呼んでいる）に関する取り扱いを見るだけでも一目瞭然

である（甲１８．該当部分を以下に抜粋する。アンダーラインは異議申立人に
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よる）。 

 

「 研究ノートとその保存 

 

 研究ノートは研究者の研究活動の歴史を記す大切な研究記録書です。それを

自らが記帳・保存することにより研究・開発のオリジナリティーを証明し、か

つ保護します。また、研究ノートは産総研での研究成果の貴重な財産でもあり、

研究者の流動化が進んだ今日において、研究成果の不正な流出を防ぐ研究管理

上の観点からも重要なものです。産総研では知的財産に関する権利確保のため

にも研究ノートの使用と適切な管理が奨励されています。 

 

 データの管理 

 

   データの保管のためには研究ノートだけでなく電子媒体が簡便で効率的と考

えられます。研究の客観性を確保するためには、収集されたデータの結果だけ

でなく、その日付や順序などについても注意を払い、研究ノートにもその所在

を明記するなどして、後で疑義が生じないようにすることが重要です。 

 

   データの帰属を明確に 

 

   産総研において得られた実験データを含む研究成果物は、基本的には産総研

に帰属します。データの取り扱いは、研究者が外部への異動する場合はもちろ

ん、内部で異動する場合についても関係者間で十分な合意を得なくてはなりま

せん。 」 
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なお、異議申立人は、独立行政法人の研究機関や国立大学法人における実験

ノートの取り扱いについて、さらに証拠を入手でき次第、追完する予定である。 

   審査会において、「法人文書」性の認定のためにも、設置法９条１項に基づき

実験ノートのインカメラ審理をすることは必要不可欠である。 

 

第２、Ⅱ（法人文書２の文書４及び文書５）について 

   法人文書２の文書４及び文書５の一部不開示に理由がないことについては、

異議申立人意見書第２で述べたとおりであり、補充理由説明書に対しては必要

な範囲で反論する。 

 １、文書４及び文書５の「３ 物品購入実績」の「使用目的」について 

処分庁の主張は、「キーワードとなる文言一つが明らかになることによって」、

「実験方法や実験結果を競争相手に知られること」になるというものである。 

そもそも異議申立人の主張は、法人文書３の実験ノートを不開示とする理由

がないという主張であるから、実験方法や実験結果が第三者に知られることが

不開示理由にはならないというものであるが、その点を問題にする以前に、処

分庁の今般の主張はあまりに飛躍した主張であり、到底認められるものではな

い。 

   仮に「キーワード」なる文言があるとしても、その文言だけでなぜ実験方法

や実験結果が具体的にわかるのか。処分庁の主張は失当というほかない。 

 

 ２、文書４及び５の「３物品購入実施」の「備考」について 

   処分庁は、内部組織の名称が特定されることにより、脅迫や研究への直接の

妨害などを受けるおそれがあり、調査研究の公正かつ能率的な遂行を不当に阻

害するおそれがあると主張する。 

しかし本件において、そもそも脅迫や研究への直接の妨害などを受けるおそ
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れの蓋然性が低いうえに、本研究プロジェクトの担当者の氏名は公表されてい

るのであるから内部組織が特定されることによってそのおそれが増すわけでも

なく（しかも後記６記載のように本研究プロジェクトは事実上終結している）、

当該調査研究の公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれがあるなどとい

うことはありえない。 

 

 ３、文書４及び文書５の「別記１」の「組織名」について 

   前記２記載のとおりである。 

 

 ４、文書４及び文書５の「別記１」の「職名」及び「氏名」について 

   処分庁は、「職名」及び「氏名」についてこれが法５条１号に該当すると主張

する。 

しかし、処分庁は、通常の科学研究の発表のやり方に則り、本研究プロジェ

クトの構成メンバーが誰で、どこに所属しているかを、これまで、特許情報も

学会発表でもプレス発表でも、くり返し明らかにしてきている（甲４～８）。そ

して、文書４及び文書５の「別記１」の「職名」及び「氏名」は、処分庁が既

に学会等で公表してきた情報とほぼ同一としか考えられない。 

   したがって、同部分は法５条１号イの「慣行として公にされ、又は公にする

ことが予定されている情報」の除外事由に該当するというべきである。 

 

 ５、文書４及び文書５の「別紙」の「実施研究課題名」について 

   前記１記載のとおりである。 

 

６、法人文書２の文書４及び文書５の「別紙」の「事業の成果」ついて 

（１）処分庁は、同情報（以下「事業成果情報」という）をゲノム育種研究の実
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施状況及び中間結果に関する情報であり、且つ現在進行中の研究に係わる情

報であるとし、同情報は、法第５条第４号ホ及び二に該当することから不開

示が相当と判断すると主張する。 

処分庁の主張に対しては、異議申立人意見書において詳細に反論している

ので繰り返さないが、新たな主張と考えられる点について反論する。 

（２）処分庁は、本件情報が知的財産権を構成するものではないとしても、事業

活動に有用な情報であることにかわりなく、法人が秘密として管理し、法人

関係者以外に公然と知られている情報ではないので、不正競争防止法上の「営

業秘密」に該当するとし、情報開示されたら、公然とされ、同法上の営業秘

密として法的保護を受けられなくなり、研究上の試行錯誤の段階の情報の開

示により研究者のプライオリティなどが失われ、研究者の自由な発想、創意

工夫、研究意欲が不当に妨げられる、と主張する（補充理由説明書５頁）。 

（３）しかし、処分庁の事業成果情報は、不正競争防止法上の「営業秘密」には

該当しない。 

不正競争防止法の「営業秘密」とは、「秘密として管理されている生産方法、

販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然

と知られていないもの」である（不正競争防止法２条６項）。すなわち、秘密

管理されており（秘密管理性）、有用であり（有用性）、非公知である（非公

知性）情報をいう。 

本件「事業成果情報」は、ＤＮＡマーカー選抜による遺伝子集積系統の育

成、遺伝子組換えによる実用的優良系統の育成に関する成果が記載されてい

るということであるが、本件「事業成果情報」には、もはや有用性はない。

以下説明する。 

「事業成果情報」に有用性があるというのであれば、速やかに論文発表さ

れ、または特許出願されるといえるが、生物多様性影響評価書が作成された
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２００４年から４年経過したにも関わらず、論文発表もされず、特許出願も

されていないということは、「事業成果情報」には有用性がないといわざるを

得ない。これに対しては、ネガティブインフォメーションも有用性があると

の反論が考えられる。しかし、ネガティブインフォメーションであっても、

有用性があるといえるためには、少なくともその後の研究開発の参考になる

ことが必要であるところ、以下のように、本研究は既に終了したと考えるの

が合理的であるから、その点からしても、「事業成果情報」はもはや有用性は

ない。 

すなわち、本研究プロジェクトの中心メンバーである川田元滋氏及び田中

宥司氏は、２００６年の本隔離圃場栽培実験終了後に本件研究施設から異動

となっているが、本来であれば、研究途中のそれも長期の観察が不可欠な植

物の研究途中で研究者が異動により研究施設を離れることは通常は行われな

いこと、処分庁はこれまで、本研究プロジェクトを推進するにあたって、節

目には、学会発表・論文発表やプレス発表を繰り返し行なって、本研究プロ

ジェクトの研究成果をアピールして来たところ、本隔離圃場栽培実験終了（２

００６年）後は、その少し後の２００７年３月に日本育種学会講演会で簡単

な概要（甲１７）を発表した以外、学会発表も論文発表もプレス発表も何ひ

とつ行っていないし、これまで２００６年と２００７年と学会発表して来た

日本育種学会でも、処分庁は２００８年度は春と秋の講演会に１つも発表し

ていないこと、また本研究プロジェクトのリーダーの川田氏が現在所属する

作物研究所のホームページ（甲７）の「最近の主要論文」のコーナーにも、

本研究プロジェクトの最近の論文は何も掲載されていないこと、などからす

ると、本研究プロジェクトは実際上終結したと解するのが合理的である。 

    したがって、「事業成果情報」は、そもそも不正競争防止法上の「営業の秘

密」には該当しない。 
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（４）なお仮に「営業の秘密」に該当しうるとしても、本研究は、前述したとお

り、もはや終了したと考えるのが合理的であり、そうであるなら、試行錯誤

の段階の情報とはいえないのであって、公にすることにより、自由な発想・

創意工夫や研究意欲が不当に妨げられ、減退するなど、能率的な遂行を不当

に阻害するおそれはない。 

したがって、いずれにしても法５条４号ホには該当しない。 

 

第３、未決定部分に対する決定の再度の要求 

異議申立人は、本件情報公開請求において、本件の屋内栽培実験に関するす

べての情報を含んだ、いずれの記録媒体かのいかんを問わずアナログデータ及

びデジタルデータの全体の情報公開を請求したにもかかわらず、原決定では当

該文書の存否も開示の有無についてもいっさい明らかにされなかった。 

そこで、異議申立人は、再び、意見書２０頁において、 

第３ 未決定部分に対する決定の要求 

という見出しのもとに、この点に関して速やかな決定を求めたところ、今般、

補充理由説明書において、川田元滋氏と大島正弘氏の実験ノートが屋内栽培実

験についても存在しない旨を回答されたにとどまり、それ以外については、回

答しない理由も明らかにしないまま、依然、当該文書の存否も開示の有無につ

いても、いっさい明らかにされなかった。 

 これは、異議申立人の真っ当な開示請求に対する明らかに意図的な黙殺であ

って、その不自然な態度は、開示にあたってよほど不都合なところがあると疑

われても仕方がない。 

 処分庁は、これ以上不愉快極まりない疑念を持たれないためにも、即刻、こ

の点について決定を下されたい。 

以 上 


